
2-1令和 6年度介護報酬改定の概要

■ 人口構造や社会経済状況の変化を踏まえ、「地域包括ケアシステムの深化・推進」「自立支援・重度化防止に向けた対
応」「良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり」「制度の安定性・持続可能性の確保」を基

本的な視点として、介護報酬改定を実施。

■認知症の方や単身高齢者、医療ニーズが高い中重度の高齢者を含め、質の高いケアマネジメントや必要なサービスが切れ目なく提供されるよ

う、地域の実情に応じた柔軟かつ効率的な取組を推進

1.地域包括ケアシステムの深化 ◆推進

・ 質の高い公正中立 ケアマネジメント

地域の実情に応 じた柔軟かつ効率的な取組

医療 と介護の連携の推進

>在宅における医療ニーズヘの対応強化 >在宅における医療・介護の連携強化
>高齢者施設等における医療ニーズヘの対応強化
>高齢者施設等と医療機関の連携強化

・ 看取りへの対応強化

感染症や災害への対応力向上

高齢者虐待防止の推進

認知症の対応力向上

福祉用具賞与・特定福祉用具販売の見直し

介護職員の処遇改善

生産性の向上等を通じた働きやすい職場環境づくり

効率的なサービス提供の推進

リハ ビリテーシ ョン・構能訓 陣 ^巣 基 の一仏 的コ望細 筆

自立支援 。重度化防止に係る取組の推進

LIFEを活用 した質の高い介護

評価の適正化・重点化

報酬の整理 。簡素化

「書面掲示J規制の見直し

通所系サービスにおける送迎に係る取扱いの明確化

基準費用額 (居住費)の見直し

地域区分

■高齢者の自立支援・重度化防止という制度の題旨に沿い、多職種

連携やデータの活用等を推進

2.自立支援 。重度化防止に向けた対応
■介護人材不足の中で、更なる介護サービスの質の向上を図るため、

処遇改善や生産性向上による職場環境の改善に向けた先進的な取

組を推進          
｀

3. 良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり

■介護保険制度の安定性 a持続可能性を高め、全ての世代にとって

安心できる制度を構築

4.制度の安定性・持続可能性の確保 5。 その他
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全サービス共通

改定事項

① 3(2)⑦人員配置基準における両立支援への配慮★
② 3(3)①管理者の責務及び兼務範囲の明確化等★
③ 3(3)②いわゆるローカルルールについて★
④ 5①「書面掲示」規制の見直し★
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3.(2)⑦ 人員配置基準における両立支援への配慮

【全サービス】概要

O 介護現場において、治療と仕事の両立が可能となる環境整備を進め、職員の離職防止・定着促進を図る観点から、
各サービスの人員配置基準や報酬算定について、以下の見直しを行う。

ア 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法等による育児・介護等の短時間勤務制度を利用する場合に加
えて、「治療と仕事の両立ガイ ドライン」に沿つて事業者が設ける短時間勤務制度等を利用する場合にも、週 30

時間以上の勤務で「常勤」として扱うことを認める。

イ 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が「治療と仕事の両立ガイ ドライン」に沿つて事業者が設ける短時間勤
務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で常勤換算での計算上も 1(常勤)と扱うことを認める。
【通知改正】

基準・算定要件等

○ 運営基準の解釈通矢日及び報酉lヽ l算定上の留意事項通知について、「常勤」及び「常勤換算方法」に係る取扱いを以下のように改正する。

母性健康管理措置による

短時間勤務

育児・介護休業法による

短時間勤務制度

「治壌と仕事の両 ガイドライン1に

沿つて事業者が自主的に設ける

短時間勤務制度

「常勤」 (※)の取扱い :

週30時間以上の勤務で常勤扱い O ○ O(新設)

「常勤換算」 (※ )の取扱い :

週30時間以上の勤務で常勤換算での

計算上も 1(常勤)と扱うことを認める
O O O(新設)

※人員配置基準上の「常勤」及び「常勤換算方法」の計算においては、常勤の従業者が勤務すべき時間数 (32時間を下回る場合は32日寺間を基本)

勤務 している者を「常勤」として取り扱うこととしている。
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3.(3)① 管理者の責務及び兼務範囲の明確化

【全サービス】概要

O 提供する介護サービスの質を担保しつつ、介護サービス事業所を効率的に運営する観点から、管理者の責務につ
いて、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しながら、職員及び業務の一元的な管
理 目指揮命令を行うことである旨を明確化した上で、管理者が兼務できる事業所の範囲について、管理者がその責
務を果たせる場合には、同一敷地内における他の事業所、施設等ではなくても差し支えない旨を明確化する。

【省令改正】 【通知改正】
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3 (3)② いわゆるローカルルールについて

【全サービス】概要

O 都道府県及び市町村に対して、人員配置基準に係るいわゆるローカルルールについて、あくまでも厚生労働省令
に従う範囲内で地域の実情に応じた内容とする必要があること、事業者から説明を求められた場合には当該地域に

おける当該ルールの必要性を説明できるようにすること等を求める。 【Q&A発出】
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5.①  「書面掲示」規制の見直し

【全サービス】概要

O 運営基準省令上、事業所の運営規程の概要等の重要事項等については、原則として事業所内での「書面掲示」を
求めている一方、備え付けの書面 (紙ファイル等)又は電磁的記録の供覧により、書面による壁面等への掲示を代
替できる規定になつているところ、「書面掲示」に加え、インターネット上で情報の問覧が完結するよう、介護
サービス事業者は、原則として重要事項等の情報をウェブサイ ト (法人のホームページ等又は情報公表システム上

)に掲載 口公表しなければならないこととする。 【省令改正】 【告示改正】 【通知改正】

(※令和 7年度から義務付け)
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